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議案第６４号 

 

 

令和７年度佐々町公共下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 

第１条 令和７年度佐々町公共下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

第２条 令和７年度佐々町公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収

入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）    （計） 

収   入 

 第１款 下水道事業収益  987,887 千円    8,626 千円    996,513 千円 

第１項 営業収益    460,897 千円    3,746 千円    464,643 千円 

第２項 営業外収益   526,988 千円    4,880 千円    531,868 千円 

 

支   出 

第１款 下水道事業費用  987,887 千円      8,626 千円    996,513 千円 

 第１項 営業費用    787,240 千円     6,976 千円    794,216 千円 

 第４項 予備費     138,463 千円    1,650 千円    140,113 千円 
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第３条 予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 355,623 千円は当年度

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 35,678 千円、減債積立金 16,000 千円、当年度損益勘定留保

資金 204,094 千円、当年度利益剰余金処分額 99,851 千円で補填するものとする。」を「資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額 357,273 千円は当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額

35,828 千円、減債積立金 16,000 千円、当年度損益勘定留保資金 204,094 千円、当年度利益剰余金処

分額 101,351 千円で補填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正

する。 

 

（科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）   （計） 

支   出 

第１款 資本的支出    739,818 千円    1,650 千円    741,468 千円 

  第 1 項 建設改良費   392,425 千円    1,650 千円    394,075 千円 

 

第４条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補

正する。 

（変更） 

事     項 
補 正 前 補 正 後 

期  間 金  額 期  間 金  額 

佐々浄化管理センター維持管理業務委託料 
令和８年度 

～令和１０年度 
292,149 千円 

令和８年度 

～令和１０年度 
309,474 千円 

雨水ポンプ場維持管理業務委託料 
令和８年度 

～令和１０年度 
12,068 千円 

令和８年度 

～令和１０年度 
13,181 千円 
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第５条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

 

（科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）   （計） 

  職員給与費        23,597 千円     552 千円     24,149 千円 

 

第６条 予算第１０条に定めた一般会計からこの会計へ受け入れる補助金等を次のように改める。 

 

（科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）   （計） 

雨水処理経費       160,857 千円    3,746 千円    164,603 千円 

下水道事業経費      265,521 千円    4,161 千円    269,682 千円 

 

 

                          令和７年９月３０日 提出 

 

                              佐々町長  濵 野   亙  
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収　　　入 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 987,887 8,626 996,513

1 営業収益 460,897 3,746 464,643

2 雨水処理負担金 160,857 3,746 164,603

雨水処理負担金 3,746

雨水処理に対する一般会計補助金

2 営業外収益 526,988 4,880 531,868

4 資本費繰入収益 255,018 4,161 259,179

資本費繰入収益 4,161

汚水処理に対する一般会計補助金

5 消費税及び地方 22,051 719 22,770

消費税還付金 消費税及び地方 719

消費税還付金 汚水事業 342

雨水事業 377

下水道事業収益

令 和 ７ 年 度　佐 々 町 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書
（　収　益　的　収　入　及　び　支　出　）

款 ・ 項 目 説 明



支　　　出

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 987,887 8,626 996,513

1 営業費用 787,240 6,976 794,216

3 雨水ポンプ場費 85,629 4,123 89,752

委託料 3,133

小浦雨水ポンプ場運転管理業務委託料

大新田第2排水ポンプ場運転管理業務委託料

大新田第2排水ポンプ場№1・№2着水井投込式水位計校正

業務委託料

大新田第2排水ポンプ場№3・№4着水井投込式水位計校正

業務委託料

大新田第2排水ポンプ場№1・№2ポンプ井水位計校正業務

委託料

大新田第2排水ポンプ場№3・№4ポンプ井水位計校正業務

委託料

大新田第2排水ポンプ場№2空気圧縮機点検業務委託料

修繕費 990

大新田第2排水ポンプ場電気機械設備修繕費

4 汚水処理場費 195,300 2,145 197,445

委託料 2,145

運転維持管理業務委託料

6 総係費 31,153 708 31,861

給料 266

職員給

手当 51

通勤手当 △ 50

期末手当 55

勤勉手当 46

単位：千円

款 ・ 項 目 説 明

下水道事業費用
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賞与引当金 61

繰入額 賞与引当金 53

法定福利費 8

報酬 147

水道料金・下水道使用料審議会委員報酬（10名分）

法定福利費 99

共済組合負担金

旅費 9

費用弁償

退職給付費 75

退職手当組合負担金

4 予備費 138,463 1,650 140,113

1 予備費 138,463 1,650 140,113

予備費 1,650

支　　　出

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 739,818 1,650 741,468

1 建設改良費 392,425 1,650 394,075

2 汚水ポンプ場 318,625 1,650 320,275

建設改良費 機械購入費 1,650

ポンプ購入

資本的支出

（　資　本　的　収　入　及　び　支　出　）
単位：千円

款 ・ 項 目 説 明



  

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 3 0 11,624 8,774 20,398 3,751 24,149

0 3 0 11,358 8,595 19,953 3,644 23,597

0 0 0 266 179 445 107 552

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当

退職手当組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 450 1 1,630 2,737 2,223 0 360 1,373

補正前 0 450 51 1,630 2,655 2,151 0 360 1,298

比　較 0 0 △ 50 0 82 72 0 0 75

給　　与　　費　　明　　細　　書
１　総括

区　　　　分 

職　員　数 給　　与　　費
法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 0 3 0 11,624 8,774 20,398 3,751

合　計

24,149

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 3 0 11,358 8,595 19,953 3,644

合　計

23,597

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 266 179 445 107 552

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

合　計

手当の内訳

区　分
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ア　会計年度任用職員以外の職員   

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 3 0 11,624 8,774 20,398 3,751 24,149

0 3 0 11,358 8,595 19,953 3,644 23,597

0 0 0 266 179 445 107 552

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当

退職手当組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 450 1 1,630 2,737 2,223 0 360 1,373

補正前 0 450 51 1,630 2,655 2,151 0 360 1,298

比　較 0 0 △ 50 0 82 72 0 0 75

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計区　　　　分 

職　員　数 給　　与　　費

法　定
福利費

合　計

20,398 3,751 24,149

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

損益勘定支弁職員 0 3 0 11,624

0 0 0

合　計

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 3 0 11,358

補
正
後

8,595

合　計

8,774

19,953 3,644 23,597

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 266

合　計

手当の内訳

区　分

179 445 107 552

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0



イ　会計年度任用職員   

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当

退職手当組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補正前 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

区　　　　分 

職　員　数 給　　与　　費

合　計

0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計

0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

手当の内訳

区　分

0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0
比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

0

合　計
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 増減額 

 （千円） 

266

179

企　業　職
事務・技術

平均給料月額 （円） 322,889

平均給与月額 （円） 390,694

平 均 年 齢 （歳） 39.33

平均給料月額 （円） 315,500

平均給与月額 （円） 384,694

平 均 年 齢 （歳） 38.33

一般会計の制度

区　　分 行政職

（円） （円）

高 校 卒 188,000 188,000

大 学 卒 220,000 220,000

２　給料及び手当の増減額の明細

区　  　　　分 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明 備　考

その他の増減分 異動等に伴う減

職　員　手　当 179
制度改正に伴う増減分

その他の増減分 異動等に伴う減

給　　　　　料 266

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　分

令和７年９月１日現在

令和７年４月１日現在

（２）初任給

企業職



３級 ２級 １級

企 業 職

理事の職務
相当高度の知識経
験を要する課長等
の職務で町長が特
に認めたもの

会計管理者の職務
課長、次長、局長、
室長、センター長の
職務

参事、所長の職務
相当高度の知識経
験を要する課長補
佐の職務

課長補佐の職務
相当高度の知識経
験を要する係長、
主任の職務

係長、主任、主査
の職務

一定の知識経験を
要する主事、技師
の職務

定型的な業務を行
う主事、技師の職
務
主事補、技師補の
職務

（級別の基準となる職務）

区　　分 ７級 ６級 ５級 ４級

計 3 100.0

0 0.0

２級 0 0.0

４級 2 66.7
令和７年４月１日現在

７級 0 0.0

６級 0 0.0

５級 0 0.0

１級 1 33.3

３級

100.0

２級 1 33.3

１級 0 0.0

令和７年９月１日現在

７級 0 0.0

６級 0

３級 0 0.0

0.0

５級 0 0.0

４級 2 66.7

計 3

（３）級別職員数

区　　　分

企　　業　　職

級
職員数 構成比

（人） （％）
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（５）特殊勤務手当

3

3

0

0

0

3 　代表的な特殊勤務手当の名称

0

0

0

比 率 100.0

3

3

0

0

0

3

0

0

0

比 率 100.0                                                                                      

一　般　会　計　の　制　度 2.300 2.300 4.600 有

補　正　後 2.300 2.300 4.600 有

補　正　前 2.300 2.300 4.600 有

支給率計 職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

備　考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

区　　分
支給期別支給率

４号給　（人） 3

５号給　（人） 0

６号給　（人） 0

８号給　（人） 0

（Ｂ）/（Ａ）　　％　 100.0

（６）期末手当・勤勉手当

１号給　（人） 0

２号給　（人） 0

３号給　（人） 0

６号給　（人） 0

（Ｂ）/（Ａ）　　％　 100.0

補
正
前

職 員 数 （Ａ）　（人） 3

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　（人） 3

号 給 数 別 内 訳

補
正
後

職 員 数 （Ａ）　（人） 3

８号給　（人） 0

号 給 数 別 内 訳

１号給　（人） 0

２号給　（人） 0 　支給対象職員の１人当たり
　平均支給月額　　　　　（円）３号給　（人） 0

４号給　（人） 3

５号給　（人） 0

　給料総額に対する比率　（％）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　（人） 3 　支給対象職員の比率　　（％）
　（令和７年９月１日現在）

企業職

（４）昇給

区　　　　分 合　計 企業職 区　　　　　分



２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職
支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 特 例 措 置

（2～20％加算）

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

（８）その他の手当

区　　　　分 一　般　会　計 の 制 度 と の 異 同 差  異  の  内  容

扶　　養　　手　　当 同

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
そ  の  他  の
加 算 措 置 等

備　　考

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　上
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債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　　　　項 限度額
前年度末までの支払義務発生額 当該年度以降の支払義務発生額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 下水道使用料等

佐々浄化管理センター維持管理業務委託料 309,474千円

雨水ポンプ場維持管理業務委託料 13,181千円 13,181千円

令和８年度
～令和１０年度

309,474千円 309,474千円

令和８年度
～令和１０年度

13,181千円



円 円 円 円

1 固定資産

（1） 有形固定資産

イ 土地

ロ 建物

〃減価償却累計額

ハ 構築物

〃減価償却累計額

ニ 機械及び装置

〃減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具

〃減価償却累計額

ヘ 工具器具備品

〃減価償却累計額

ト 建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

2 流動資産

（1） 現金・預金

（2） 未収金

（3） 貸倒引当金

（4） 貯蔵品

流動資産合計

資産合計

令 和 ７ 年 度　佐 々 町 公 共 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 （税抜）

（　令和８年３月３１日　）

資　産　の　部

522,800,483

555,179,931

△ 1,551,145,518 7,916,729,429

2,457,837,884

△ 91,720,583 463,459,348

9,467,874,947

△ 174,914 9,204

3,963,435

△ 1,074,509,645 1,383,328,239

184,118

10,389,571,619

△ 1,004,792 2,958,643

100,286,273

10,389,571,619

△ 131,842 25,138,158

0

40,579,110

25,270,000

10,455,288,887

65,717,268
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（1） 企業債

イ 建設改良等の財源に充てるため

の企業債

固定負債合計

4 流動負債

（1） 企業債

イ 建設改良等の財源に充てるため

の企業債

（2） 未払金

（3） 引当金

イ 賞与引当金

流動負債合計

5 繰延収益

（1） 長期前受金

イ 分担金

〃収益化累計額

ロ 負担金

〃収益化累計額

ハ 国庫補助金

〃収益化累計額

ニ 繰入金

〃収益化累計額

ホ 受贈財産評価額

〃収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益合計

負債合計

負　債　の　部

固定負債

2,643,363,832

2,643,363,832

313,150,790

2,643,363,832

3,000,000

313,150,790

30,339,114

1,976,000

1,976,000

318,126,790

4,787,989,459

△ 1,066,242,668 3,721,746,791

1,368,031,321

△ 6,190,765 24,148,349

124,842,199

△ 28,799,030 96,043,169

4,924,900,854

4,924,900,854

7,886,391,476

△ 327,692,254 1,040,339,067

48,394,572

△ 5,771,094 42,623,478
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円 円 円

6 資　本　金

（1） 自己資本金

イ　固有資本金

ロ　繰入資本金

自己資本金合計

資本金合計

7 剰　余　金

（1） 資本剰余金

イ 工事負担金

ロ 他会計負担金

ハ 受贈財産評価額

ニ 補助金

資本剰余金合計

（2） 利益剰余金

イ 減債積立金

ロ 建設改良積立金

ハ

１）当年度純利益

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

1,741,956,555

1,741,956,555

568,957,517

1,172,999,038

22,139,540

383,024,997

72,925,863

122,355,000

0

0

当年度未処分利益剰余金 298,836,000

298,836,000

160,481,000

16,000,000

２）前年度未処分利益剰余金

３）その他未処分利益剰余金

826,940,856

528,104,856

50,014,456

2,568,897,411

10,455,288,887
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＜注記＞

Ⅰ重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1．固定資産の評価基準及び評価方法

・固定資産　　取得原価による。

2．固定資産の償却の方法

・有形固定資産　　定額法による。

・主な耐用年数

建物 7年～50年

構築物 7年～80年

機械及び装置 6年～20年

車両及び運搬具 4年～5年

工具器具備品 2年～20年

3．リース資産に係る経過措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっている。

4．引当金の計上方法

・貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込み額を計上している。

・退職給付引当金

長崎県市町村総合事務組合に対し、一定の負担金を支払うため、退職給付引当金は計上しない。

・賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末の在籍職員における支給見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

5．収益及び費用の計上基準

総額主義及び発生主義

6．消費税等の会計処理

・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ貸借対照表等関連

1．担保提供資産及び保証債務の有無

資産の担保提供及び保証債務はありません。

2．企業債の償還に係る他会計の負担

・貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に

償還予定のものを含む）のうち、一般会計等が負担すると見込まれる額は1,507,041千円である。

Ⅲセグメント情報の開示

１．本会計は下水道事業のみを実施している。

Ⅳ減損損失関連

減損処理となるものはありません。

Ⅴその他の注記

1．賞与引当金の取崩し

令和7年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金1,883千円を取り崩す予定である。
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（間接法） （単位：円）

キャッシュ・フロー項目

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 122,355,000

減価償却費 426,498,634

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 16,950

賞与引当金の増減額（△は減少） 93,000

長期前受金戻入額 △ 222,406,950

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

支払利息 44,112,000

固定資産除却損 0

未収金の増減額（△は増加） 1,381,000

未払金の増減額（△は減少） 0

　小計 372,014,734

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 44,112,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 327,903,734

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 358,250,000

国庫補助金等による収入 184,494,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 173,756,000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 199,700,000

建設改良企業債の償還による支出 △ 347,391,698

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 147,691,698

資金増加(減少)額 6,456,036

資金期首残高 34,123,074

資金期末残高 40,579,110

＜注記＞
Ⅰ重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
・消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計方式は税抜方式によっている。

Ⅱ予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引はありません。

令和7年度　佐々町公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日）
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